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【国⽴研究開発法⼈ 国⽴⻑寿医療研究センター】 （単位︓円）

資産の部

Ⅰ 流動資産

現⾦及び預⾦ 5,368,984,954

医業未収⾦ 1,350,518,992

貸倒引当⾦ △ 272,811 1,350,246,181

未収⾦ 1,877,690,113

医薬品 27,208,514

診療材料 13,739,437

給⾷⽤材料 1,825,617

貯蔵品 6,403,081

前渡⾦ 286,454

前払費⽤ 10,106,336

未収収益 2,784

その他流動資産 47,885,128

流動資産合計 8,704,378,599

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産

建物 17,959,072,590

減価償却累計額 △ 4,286,447,755 13,672,624,835

構築物 379,473,002

減価償却累計額 △ 149,180,938 230,292,064

医療⽤器械備品 2,663,176,496

減価償却累計額 △ 1,979,744,935 683,431,561

その他器械備品 6,838,412,214

減価償却累計額 △ 6,306,726,356 531,685,858

⾞両 8,305,138

減価償却累計額 △ 7,591,079 714,059

⼟地 3,293,584,482

その他有形固定資産 3,851,200

減価償却累計額 △ 50,943 3,800,257

有形固定資産合計 18,416,133,116

２ 無形固定資産

ソフトウェア 77,641,334

電話加⼊権 88,000

特許権 116

その他の無形固定資産 3,094,828

無形固定資産合計 80,824,278

３ 投資その他の資産

破産更⽣債権等 8,262,297

貸倒引当⾦ △ 8,262,297 0

⻑期前払費⽤ 9,832,944

⻑期貸付⾦ 10,800,000

  返還免除引当⾦ △ 9,568,421 1,231,579

退職給付引当⾦⾒返（注） 1,566,707,687

投資その他の資産合計 1,577,772,210

固定資産合計 20,074,729,604

資産合計 28,779,108,203

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う科目である。

科 ⽬ ⾦ 額

貸 借 対 照 表
（令和４年３⽉３１⽇）
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【国⽴研究開発法⼈ 国⽴⻑寿医療研究センター】 （単位︓円）

科          ⽬ ⾦            額

負債の部

Ⅰ 流動負債

運営費交付⾦債務（注） 181,504,231

預り寄附⾦（注） 263,970,014

⼀年以内返済⻑期借⼊⾦ 206,156,104

買掛⾦ 311,363,945

未払⾦ 5,046,154,366

前受⾦ 171,320,384

預り⾦ 257,695,174

未払費⽤ 231,918

引当⾦

賞与引当⾦ 342,539,623 342,539,623

流動負債合計 6,780,935,759

Ⅱ 固定負債

資産⾒返負債（注）

資産⾒返運営費交付⾦ 414,587,715

資産⾒返補助⾦等 1,015,733,319

資産⾒返寄附⾦ 46,494,396 1,476,815,430

⻑期借⼊⾦ 9,098,509,304

⻑期未払⾦ 980,864,640

引当⾦
退職給付引当⾦ 1,686,136,862

環境対策引当⾦ 106,568,000

訴訟損失引当⾦ 134,491,000 1,927,195,862

固定負債合計 13,483,385,236

負債合計 20,264,320,995

純資産の部

Ⅰ 資本⾦

政府出資⾦ 10,333,706,713

資本⾦合計 10,333,706,713

Ⅱ 資本剰余⾦

資本剰余⾦ 4,467,099,024

その他⾏政コスト累計額（注）

減価償却相当累計額（△） △ 5,507,728,189

除売却差額相当累計額（△） △ 309,134,650 △ 5,816,862,839

資本剰余⾦合計 △ 1,349,763,815

Ⅲ 繰越⽋損⾦

当期未処理損失 △ 469,155,690

（うち当期総利益） （ 5,224,761 ）

繰越⽋損⾦合計 △ 469,155,690

純資産合計 8,514,787,208

負債純資産合計 28,779,108,203

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う科目である。
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【国⽴研究開発法⼈ 国⽴⻑寿医療研究センター】 （単位︓円）

Ⅰ 損益計算書上の費⽤

 業務費 11,942,286,202

 ⼀般管理費 593,759,731

 財務費⽤ 22,052,385

 その他経常費⽤ 31,760,052

 臨時損失 190,201,644

損益計算書上の費⽤合計 12,780,060,014

Ⅱ その他⾏政コスト

 減価償却相当額（注） 254,107,800

 除売却差額相当額（注） 6

その他⾏政コスト合計 254,107,806

Ⅲ ⾏政コスト 13,034,167,820

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う科目である。

⾏政コスト計算書
（令和３年４⽉１⽇〜令和４年３⽉３１⽇）

科          ⽬ ⾦            額
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【国⽴研究開発法⼈ 国⽴⻑寿医療研究センター】 （単位︓円）

経常費⽤
業務費

給与費 5,463,955,520

材料費 2,153,104,318

委託費 483,184,329

経費 2,694,178,244

設備関係費 1,147,798,734

その他 65,057 11,942,286,202

⼀般管理費
給与費 524,281,713
経費 60,439,662

減価償却費 9,038,356 593,759,731

財務費⽤ 22,052,385

その他経常費⽤ 31,760,052

経常費⽤合計 12,589,858,370

経常収益
運営費交付⾦収益（注） 2,524,739,049

補助⾦等収益（注） 659,753,789

業務収益
医業収益 7,096,450,654

研修収益 122,428,280

研究収益 1,734,422,511
その他業務収益 3,526,346 8,956,827,791

寄附⾦収益（注） 16,759,847

資産⾒返負債戻⼊（注）
資産⾒返運営費交付⾦戻⼊ 96,554,982

資産⾒返補助⾦等戻⼊ 68,044,016

資産⾒返寄附⾦戻⼊ 17,109,255 181,708,253

施設費収益 123,277,956

退職給付引当⾦⾒返に係る収益（注） 215,320,913

財務収益 21,969

その他経常収益 92,852,833

経常収益合計 12,771,262,400

経常利益 181,404,030

臨時損失
固定資産除却損 8,880,431

固定資産除却費 174,772,213
訴訟損失引当⾦繰⼊額 6,549,000

190,201,644

臨時利益
その他臨時利益 14,022,375

14,022,375
当期純利益 5,224,761

当期総利益 5,224,761

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う科目である。

科          ⽬ ⾦            額

損 益 計 算 書
（令和３年４⽉１⽇〜令和４年３⽉３１⽇）
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【国⽴研究開発法⼈ 国⽴⻑寿医療研究センター】 （単位︓円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

⼈件費⽀出 △ 5,939,031,804

材料の購⼊による⽀出 △ 2,170,844,672

その他の業務⽀出 △ 3,608,222,885

運営費交付⾦収⼊ 3,059,141,000

補助⾦等収⼊ 723,537,045

寄附⾦収⼊ 117,214,018

医業収⼊ 7,068,030,960

研修収⼊ 117,113,130

研究収⼊ 1,785,206,493

その他の収⼊ 46,706,198

⼩計 1,198,849,483

利息の⽀払額 △ 25,329,218

利息の受取額 21,404

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,173,541,669

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による⽀出 △ 601,258,073

無形固定資産の取得による⽀出 △ 8,954,089

その他の投資活動による⽀出 △ 7,200,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 617,412,162

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

⻑期借⼊⾦の返済による⽀出 △ 170,702,104

⻑期借⼊れによる収⼊ 2,219,667,000

設備関係割賦債務の返済による⽀出 △ 98,910,720

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,950,054,176

Ⅳ 資⾦増加額 2,506,183,683

Ⅴ 資⾦期⾸残⾼ 2,862,801,271

Ⅵ 資⾦期末残⾼ 5,368,984,954

科          ⽬ ⾦            額

キャッシュ・フロー計算書
（令和３年４⽉１⽇〜令和４年３⽉３１⽇）
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【国立研究開発法人 国立長寿医療研究センター】 （単位：円）

Ⅰ　当期未処理損失 △ 469,155,690

当期総利益 5,224,761
前期繰越欠損金 △ 474,380,451

Ⅱ　次期繰越欠損金 △ 469,155,690

損失の処理に関する書類

（令和４年８月２２日）

科 目 金 額
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注 記 事 項 

 

Ⅰ．重要な会計方針  
   当事業年度より、改訂後の「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（令和３

年９月２１日改訂）並びに「『独立行政法人会計基準』及び『独立行政法人会計基準注解』に関する

Ｑ＆Ａ」（令和４年３月最終改訂）(以下「独立行政法人会計基準等」という。）を適用して、財務諸

表等を作成しております。 

   なお、独立行政法人会計基準等のうち、時価の算定に係る改訂内容は令和４事業年度から、収益認

識に係る改訂内容は令和５事業年度から、それぞれ適用します。 

 

１．運営費交付金収益の計上基準 
業務達成基準を採用しています。 
 

２．減価償却の会計処理方法 
（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しています。 
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりです。 

建物        ２ ～  ４７年 
構築物       ９ ～  ５０年 
医療用器械備品     ２ ～  １５年 
その他器械備品     ２ ～  １５年 
車両        ６年 

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８７）の減価償却相当額については、減価償却  
相当累計額として資本剰余金から控除して表示しています。 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 
定額法を採用しています。 

 

３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準並びに退職給付費用の処理方法 
役職員の退職給付に備えるため、期末自己都合要支給額に基づき退職給付引当金を計上していま 

す。 
また、退職手当一時金のうち、運営費交付金により財源措置がなされる退職一時金については退職 

給付引当金と同額を退職給付引当金見返として計上しております。 
 

４．貸倒引当金の計上基準 
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。 
 

５．賞与引当金の計上基準 
役員に対して支給する業績年俸及び職員に対して支給する賞与に備えるため、当事業年度に負担す

べき支給見込額を計上しています。 
 

６．環境対策引当金の計上基準    
  サイクロトロン等の処分に係る支出に備えるため、今後発生すると見込まれる金額を計上して 

います。 
 

７．訴訟損失引当金の計上基準 
  訴訟に対する損失に備えるため、将来発生する可能性のある損失を見積り、必要と認められる 

金額を計上しております。  
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８．返還免除引当金の計上基準 
  将来の看護学生奨学金の返還免除による損失に備えるため、返還免除の実績率により回収不能見込

額を計上しています。 
 

９．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
（１）医薬品 

最終仕入原価法に基づく低価法 
（２）診療材料 

最終仕入原価法に基づく低価法 
（３）給食用材料 

最終仕入原価法に基づく低価法 
（４）貯蔵品 

金券類は個別法、その他は最終仕入原価法に基づく低価法 
 

１０．消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっています。 

 

Ⅱ．表示方法の変更  
   「独立行政法人会計基準」第８０（注解５６第４項）に係る改訂内容（会計上の見積りの開示）を

当事業年度の財務諸表から適用し、財務諸表に重要な会計上の見積りに関する注記を記載しておりま

す。 

    

Ⅲ．重要な会計上の見積り 
（訴訟損失引当金） 

１．当事業年度の財務諸表に計上した金額 

訴訟損失引当金１３４,４９１,０００円を計上しております。 

 

２．会計上の見積りの内容について国民その他の利害関係者の理解に資するその他の情報 

（１）当事業年度の財務諸表に計上した金額の算出方法 

 財務諸表に計上した訴訟損失引当金は、当法人が外来管理治療棟の更新築整備工事（電気）の 

請 負 金 額 の 一 部 を 解 除 し た た め 、 名 古 屋 地 方 裁 判 所 が 当 法 人 に 対 し 訴 訟 物 の 価 額 と し て 

１０９,１５５,６００円を支払うよう命じた令和３年３月２９日の判決に従い、当該訴訟に関して 

 将来発生しうる損失の見積額として、第一審判決で言い渡された損害賠償額の全額及び貸借対照表 

 日までの日数経過を勘案した遅延損害金を算出し、訴訟損失引当金として計上しております。 

（２）当事業年度の財務諸表に計上した金額の算出に用いた主要な仮定 

 名古屋地方裁判所の第一審判決後に当法人は控訴しており、貸借対照表日においてもなお係争中  

でありますが、将来発生しうる損失金額の見積りにあたっては、最終的に第一審判決を基にした内 

容で結審するものと仮定しております。 

（３）翌会計年度の財務諸表に与える影響 

    当法人では、現在までに想定しうる最善の仮定に基づき訴訟損失引当金を計上しておりますが、 

今後の判決の内容により、翌事業年度において訴訟損失引当金の追加計上または取り崩しを行う 

可能性があります。 

 

Ⅳ．貸借対照表  
１．高度専門医療に関する研究等を行う国立研究開発法人に関する法律（平成２０年法律第９３号） 

附則第８条第７項に基づく当該事業年度末における保証債務の総額 
２９，６４４，４０８円 
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２．金融商品の状況に関する事項 
当法人は、資金調達については財政融資資金からの借入によっています。 
また、当法人の診療報酬債権に係る回収リスクは、収入管理事務要領等に沿ってリスク低減を 

図っています。 
なお、借入金の使途は事業投資資金であり、主務大臣により認可された資金計画に沿って、 

資金調達を行っています。 
 

３．金融商品の時価等に関する事項 
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりです。 

 （単位：円）     
 

区   分 

 

貸借対照表計上額 

 

時   価 

 

差   額 

（1）現金及び預金 

（2）医業未収金 

（3）長期借入金 

（4）買掛金 

（5）未払金 

５,３６８,９８４,９５４ 

１,３５０,２４６,１８１ 

(９,３０４,６６５,４０８) 

(３１１,３６３,９４５) 

(５,０４６,１５４,３６６) 

５,３６８,９８４,９５４ 

１,３５０,２４６,１８１ 

(９,０７４,９９９,９７３) 

(３１１,３６３,９４５) 

(５,０４６,１５４,３６６) 

－ 

－ 

(△２２９,６６５,４３５) 

－ 

－ 

（注１）負債に計上されているものは（ ）で示しています。 
（注２）金融商品の時価の算定方法に関する事項 

（１）現金及び預金、（２）医業未収金 
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ 

ています。 
（３）長期借入金（一年以内返済長期借入金を含む） 

これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割 
り引いて算定する方法によっています。 

（４）買掛金、（５）未払金 
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ 

ています。 
 

４．減損の兆候に関する事項 

（１）減損の兆候が認められた固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額 

種  類：建物  

用  途：西病棟 

場  所：大府市森岡町七丁目４３０番地 

帳簿価額：２３１,０５９,１７０円 

（２）認められた減損の兆候の概要 

令和４年３月に第２診療棟が竣工し、同年４月末から供用開始することに伴い、西病棟の使用可

能性を著しく低下させる変化が生じる見込みであるため、減損の兆候が認められたものです。 

（３）減損を認識するには至らなかった根拠 

次の理由から減損を認識しておりません。 

・第２診療棟が開棟するまでは引き続き使用し、現に期末時点においては使用している。 

・引き続き保守管理を行い、診療の用に供することが可能な状態を保持しつつ有効な活用方法 

を検討することとしており、将来の使用が確実に見込まれる。 

 

５．その他行政コスト累計額のうち、出資を財源に取得した資産に係る金額 
                            ３,２４４,５３８,２７５円 
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Ⅴ．損益計算書 
１．国又は地方公共団体からの受託による収益の科目別内訳 

① 研究収益                      １０６,７７８,５０３ 円 
     ② 研修収益                      １０１,８６０,０００ 円 
           合 計                      ２０８,６３８,５０３ 円 

 

Ⅵ．キャッシュ・フロー計算書 
１．資金の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定              ５,３６８,９８４,９５４円 

現金及び預金勘定のうち定期預金                            ０円 
 資金期末残高                               ５,３６８,９８４,９５４円 

 

２．重要な非資金取引 
  無償譲与による資産の取得            ２６,８０５,５２１円 

 

Ⅶ．行政コスト計算書 
 １．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 

行政コスト                   １３,０３４,１６７,８２０円 

自己収入等                   △９,００３,６１８,４５０円 

機会費用                        １８,５９４,００６円 

独立行政法人の業務運営に関して   

国民の負担に帰せられるコスト           ４,０４９,１４３,３７６円 

 

２．機会費用の計上方法 
（１）政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率 

１０年利付国債の令和４年３月末利回りを参考に０．２１％で計算しています。 
（２）国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法 

    当該職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行政法人で 
の勤務期間に対応する部分について、給与規則に定める退職給付支給基準等を参考に計算しており 
ます。 

 

Ⅷ．退職給付引当金 
 １．採用している退職給付制度の概要 
   当法人は、職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職手当一時金制度及び国家公務員共済組 

合法の退職等年金給付制度を採用しています。 
非積立型の退職手当一時金制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しており、簡便法 

により退職給付引当金及び退職給付費用を計算しています。 
 

 ２．確定給付制度 

（１）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付引当金         １,６９５,３６８,３１９円 

退職給付費用                  ２３４,２７８,７４７円 

退職給付の支払額               △２４３,５１０,２０４円 

期末における退職給付引当金         １,６８６,１３６,８６２円 

  （２）退職給付に関連する損益 

      簡便法で計算した退職給付費用        ２３４,２７８,７４７円 

  （３）退職等年金給付制度 

      当法人の退職等年金給付制度への要拠出額    ２７,８４８,５０６円 
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Ⅸ．重要な債務負担行為 
１．当事業年度末までに契約を締結し、翌事業年度以降に支払が発生する重要なものは、下記のとおり

です。 
                                                                          （単位：円） 

契約内容 契約金額 翌事業年度以降の支払金額 
臨床研究情報処理システム更新契約 ７１４,３０８,８３７円 ７１４,３０８,８３７円 

離床センサー付ナースコール連動シ

ステムベッド、患者療養関連機器等

導入賃貸借及び保守契約 

３７５,１１１,０００円 ３７５,１１１,０００円 

 

２．職員アパート４棟借り上げのため、最低月額賃料の概ね８９～９０％相当額を業者に補償して 
 います。 

               当事業年度末の極度額   １,００７,６６４,８４０円 
                当事業年度負担額          ５,３６１,４４１円 
                       

Ⅹ．偶発事象 
該当事項はありません。 
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8
2

－
－

0
0

3
,2
9
3
,5
8
4
,4
8
2

建
設

仮
勘

定
2
,1
9
8
,1
2
6
,6
0
0

1
3
,2
0
0
,0
0
0

2
,2
1
1
,3
2
6
,6
0
0

0
－

－
0

0
0

そ
の

他
有

形
固

定
資

産
3
,3
0
7
,8
0
0

0
0

3
,3
0
7
,8
0
0

－
－

0
0

3
,3
0
7
,8
0
0

計
5
,4
9
5
,0
1
8
,8
8
2

1
3
,2
0
0
,0
0
0

2
,2
1
1
,3
2
6
,6
0
0

3
,2
9
6
,8
9
2
,2
8
2

－
－

0
0

3
,2
9
6
,8
9
2
,2
8
2

建
物

1
2
,3
3
5
,2
9
0
,5
0
8

5
,6
4
5
,4
8
3
,8
9
1

2
1
,7
0
1
,8
0
9

1
7
,9
5
9
,0
7
2
,5
9
0

4
,2
8
6
,4
4
7
,7
5
5

6
2
4
,7
5
4
,7
1
1

0
0

1
3
,6
7
2
,6
2
4
,8
3
5

構
築

物
3
4
3
,6
3
0
,3
1
7

3
5
,8
4
2
,6
8
5

0
3
7
9
,4
7
3
,0
0
2

1
4
9
,1
8
0
,9
3
8

2
0
,5
0
6
,2
6
7

0
0

2
3
0
,2
9
2
,0
6
4

医
療

⽤
器

械
備

品
2
,5
2
3
,0
8
3
,4
0
8

1
4
4
,2
4
2
,8
4
6

4
,1
4
9
,7
5
8

2
,6
6
3
,1
7
6
,4
9
6

1
,9
7
9
,7
4
4
,9
3
5

2
6
9
,8
6
6
,7
9
7

0
0

6
8
3
,4
3
1
,5
6
1

そ
の

他
器

械
備

品
6
,8
0
9
,7
2
6
,8
6
0

2
3
4
,7
2
9
,8
0
4

2
0
6
,0
4
4
,4
5
0

6
,8
3
8
,4
1
2
,2
1
4

6
,3
0
6
,7
2
6
,3
5
6

2
5
1
,7
8
2
,0
2
1

0
0

5
3
1
,6
8
5
,8
5
8

⾞
両

8
,3
0
5
,1
3
8

0
0

8
,3
0
5
,1
3
8

7
,5
9
1
,0
7
9

1
8
2
,8
7
1

0
0

7
1
4
,0
5
9

⼟
地

3
,2
9
3
,5
8
4
,4
8
2

0
0

3
,2
9
3
,5
8
4
,4
8
2

－
－

0
0

3
,2
9
3
,5
8
4
,4
8
2

建
設

仮
勘

定
2
,1
9
8
,1
2
6
,6
0
0

1
3
,2
0
0
,0
0
0

2
,2
1
1
,3
2
6
,6
0
0

0
－

－
0

0
0

そ
の

他
有

形
固

定
資

産
3
,3
0
7
,8
0
0

5
4
3
,4
0
0

0
3
,8
5
1
,2
0
0

5
0
,9
4
3

5
0
,9
4
3

0
0

3
,8
0
0
,2
5
7

計
2
7
,5
1
5
,0
5
5
,1
1
3

6
,0
7
4
,0
4
2
,6
2
6

2
,4
4
3
,2
2
2
,6
1
7

3
1
,1
4
5
,8
7
5
,1
2
2

1
2
,7
2
9
,7
4
2
,0
0
6

1
,1
6
7
,1
4
3
,6
1
0

0
0

1
8
,4
1
6
,1
3
3
,1
1
6

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

6
1
,2
9
7
,0
2
8

6
2
,9
0
9
,4
1
9

0
1
2
4
,2
0
6
,4
4
7

4
6
,5
6
5
,1
1
3

1
0
,7
2
6
,8
7
8

0
0

7
7
,6
4
1
,3
3
4

電
話

加
⼊

権
8
8
,0
0
0

0
0

8
8
,0
0
0

－
－

0
0

8
8
,0
0
0

特
許

権
1
1
0

1
7

1
1

1
1
6

－
－

0
0

1
1
6

そ
の

他
無

形
固

定
資

産
4
,4
6
6
,3
7
2

0
0

4
,4
6
6
,3
7
2

1
,3
7
1
,5
4
4

2
9
9
,2
4
6

0
0

3
,0
9
4
,8
2
8

計
6
5
,8
5
1
,5
1
0

6
2
,9
0
9
,4
3
6

1
1

1
2
8
,7
6
0
,9
3
5

4
7
,9
3
6
,6
5
7

1
1
,0
2
6
,1
2
4

0
0

8
0
,8
2
4
,2
7
8

破
産

更
⽣

債
権

等
9
,3
1
0
,0
6
7

0
1
,0
4
7
,7
7
0

8
,2
6
2
,2
9
7

－
－

－
－

8
,2
6
2
,2
9
7

貸
倒

引
当

⾦
△
 9
,3
1
0
,0
6
7

0
△
 1
,0
4
7
,7
7
0

△
 8
,2
6
2
,2
9
7

－
－

－
－

△
 8
,2
6
2
,2
9
7

⻑
期

前
払

費
⽤

1
5
,2
3
7
,0
2
7

7
8
3
,2
4
0

6
,1
8
7
,3
2
3

9
,8
3
2
,9
4
4

－
－

－
－

9
,8
3
2
,9
4
4

⻑
期

貸
付

⾦
7
,2
0
0
,0
0
0

7
,2
0
0
,0
0
0

3
,6
0
0
,0
0
0

1
0
,8
0
0
,0
0
0

－
－

－
－

1
0
,8
0
0
,0
0
0

返
還

免
除

引
当

⾦
△
 6
,3
3
3
,3
3
3

△
 6
,8
3
5
,0
8
8

△
 3
,6
0
0
,0
0
0

△
 9
,5
6
8
,4
2
1

－
－

－
－

△
 9
,5
6
8
,4
2
1

退
職

給
付

引
当

⾦
⾒

返
1
,5
8
9
,2
8
1
,9
4
0

2
1
5
,3
2
0
,9
1
3

2
3
7
,8
9
5
,1
6
6

1
,5
6
6
,7
0
7
,6
8
7

－
－

－
－

1
,5
6
6
,7
0
7
,6
8
7

計
1
,6
0
5
,3
8
5
,6
3
4

2
1
6
,4
6
9
,0
6
5

2
4
4
,0
8
2
,4
8
9

1
,5
7
7
,7
7
2
,2
1
0

－
－

－
－

1
,5
7
7
,7
7
2
,2
1
0

（
注

）
当

期
増

加
額

の
主

な
も

の
は

次
の

と
お

り
で

あ
る

。
医

療
⽤

器
械

医
療

⽤
画

像
機

器
等

14
4,

24
2,

84
6

円
そ

の
他

器
械

備
品

研
究

機
器

等
23

4,
72

9,
80

4
円

建
物

第
2診

療
棟

等
5,

64
5,

48
3,

89
1

円
構

築
物

第
2診

療
棟

等
35

,8
42

,6
85

円
 

 
 

当
期

減
少

額
の

主
な

も
の

は
次

の
と

お
り

で
あ

る
。

そ
の

他
器

械
備

品
研

究
機

器
等

20
6,

04
4,

45
0

円
建

設
仮

勘
定

新
棟

整
備

事
業

2,
21

1,
32

6,
60

0
円

投
資

そ
の

他
の

資
産

１
 

固
定

資
産

の
取

得
及

び
処

分
並

び
に

減
価

償
却

費
（

「
第

87
 

特
定

の
償

却
資

産
の

減
価

に
係

る
会

計
処

理
」

及
び

「
第

91
 

資
産

除
去

債
務

に
係

る
特

定
の

除
去

費
⽤

等
の

会
計

処
理

」
に

よ
る

減
価

償
却

相
当

額
も

含
む

。
）

の
明

細
並

び
に

減
損

損
失

累
計

額
の

明
細

減
損

損
失

累
計

額
摘

要

有
形

固
定

資
産

（
減

価
償

却
費

）

資
産

の
種

類

有
形

固
定

資
産

（
減

価
償

却
相

当
額

）

⾮
償

却
資

産

有
形

固
定

資
産

合
計

減
価

償
却

累
計

額

無
形

固
定

資
産

13



２
 

た
な

卸
資

産
の

明
細

（
単

位
︓

円
）

2
7
,2
0
8
,5
1
4

注
1
3
,7
3
9
,4
3
7

注
1
,8
2
5
,6
1
7

6
,4
0
3
,0
8
1

4
9
,1
7
6
,6
4
9

（
注

）
 当

期
減

少
額

の
そ

の
他

は
、

低
価

法
に

よ
る

評
価

損
に

よ
る

も
の

で
す

。

３
 

有
価

証
券

の
明

細
 

 
該

当
事

項
は

あ
り

ま
せ

ん
。

４
 

⻑
期

貸
付

⾦
の

明
細

（
単

位
︓

円
）

1
0
,8
0
0
,0
0
0

注

（
注

）
当

期
減

少
額

の
う

ち
｢償

却
額

｣は
国

⽴
研

究
開

発
法

⼈
国

⽴
⻑

寿
医

療
研

究
セ

ン
タ

ー
奨

学
⾦

貸
与

規
程

第
11

条
に

よ
る

返
還

免
除

額
で

す
。

５
 

⻑
期

借
⼊

⾦
の

明
細

（
単

位
︓

円
）

平
均

利
率

（
％

）
返

済
期

限
摘

 
 

要

0
.1
0
%

令
和

4年
9⽉

20
⽇

〜
令

和
34

年
3⽉

20
⽇

６
 

債
券

の
明

細
 

 
該

当
事

項
は

あ
り

ま
せ

ん
。

７
 

引
当

⾦
の

明
細

（
単

位
︓

円
）

3
4
2
,5
3
9
,6
2
3

環
境

対
策

引
当

⾦
1
0
6
,5
6
8
,0
0
0

9
,5
6
8
,4
2
1

1
3
4
,4
9
1
,0
0
0

5
9
3
,1
6
7
,0
4
4

当
期

減
少

額
回

収
額

償
却

額
摘

 
 

要

当
期

減
少

額

0

9
,3
0
4
,6
6
5
,4
0
8

0

期
末

残
⾼

摘
 

 
要

0 00

当
期

減
少

額
期

末
残

⾼

1
7
0
,7
0
2
,1
0
4

3
,6
0
0
,0
0
0

期
末

残
⾼

0
0

当
期

購
⼊

・
製

造
・

振
替

払
出

・
振

替
そ

の
他

1
,3
3
7
,7
4
2
,2
7
7

7
4
7
,6
1
2
,6
9
1

7
3
,8
5
1
,8
9
8

3
3
4
,1
0
7
,4
8
8

2
,4
9
3
,3
1
4
,3
5
4

1
,3
4
5
,6
8
1
,8
8
9

7
4
8
,5
9
8
,1
3
5

7
4
,0
1
9
,6
8
5

3
3
3
,2
2
6
,2
7
9

2
,5
0
1
,5
2
5
,9
8
8

6
9
,6
1
1

3
3
0
,2
1
5 0

3
9
9
,8
2
60

1
0
6
,5
6
8
,0
0
0

5
6
9
,7
2
4
,1
8
9

3
2
8
,8
8
0
,8
5
6

⽬
的

使
⽤

そ
の

他
3
4
2
,5
3
9
,6
2
3 0

3
5
5
,9
2
3
,7
1
1

6
,8
3
5
,0
8
8

6
,5
4
9
,0
0
0

3
,6
0
0
,0
0
0

3
2
8
,8
8
0
,8
5
6 0

3
3
2
,4
8
0
,8
5
6

1
2
7
,9
4
2
,0
0
0

当
期

増
加

額

訴
訟

損
失

引
当

⾦

賞
与

引
当

⾦ 計

返
還

免
除

引
当

⾦
6
,3
3
3
,3
3
3

区
 

 
 

分

期
⾸

残
⾼

当
期

増
加

額

7
,2
5
5
,7
0
0
,5
1
2

2
,2
1
9
,6
6
7
,0
0
0

7
,2
0
0
,0
0
0

7
,2
0
0
,0
0
0

期
⾸

残
⾼

当
期

増
加

額

奨
学

⾦
貸

与

区
 

 
 

分

期
末

残
⾼

摘
 

 
要

区
 

 
 

分

財
政

融
資

資
⾦

種
 

 
 

類

計

医
薬

品

診
療

材
料

給
⾷

⽤
材

料

貯
蔵

品

期
⾸

残
⾼

当
期

増
加

額

5
7
,7
8
8
,1
0
9

当
期

減
少

額

3
5
,2
1
7
,7
3
7

1
5
,0
5
5
,0
9
6

1
,9
9
3
,4
0
4

5
,5
2
1
,8
7
2

期
⾸

残
⾼
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８
 

貸
付

⾦
等

に
対

す
る

貸
倒

引
当

⾦
の

明
細

（
単

位
︓

円
）

当
期

増
減

額
期

末
残

⾼
△
 3
8
4
,2
9
3

2
7
2
,8
1
1

△
 3
8
4
,2
9
3

2
7
2
,8
1
1

注
1

0
0

0
0

△
 1
,0
4
7
,7
7
0

8
,2
6
2
,2
9
7

△
 1
,0
4
7
,7
7
0

8
,2
6
2
,2
9
7

注
2

△
 1
,4
3
2
,0
6
3

8
,5
3
5
,1
0
8

（
注

）
１

．
⼀

般
債

権
に

つ
い

て
は

、
貸

倒
実

績
率

に
よ

り
、

回
収

不
能

⾒
込

額
を

計
上

し
て

い
ま

す
。

２
．

破
産

更
⽣

債
権

等
（

発
⽣

か
ら

１
年

以
上

経
過

し
た

医
業

未
収

⾦
及

び
未

収
⾦

）
に

つ
い

て
は

、
個

別
に

回
収

可
能

性
を

検
討

し
、

回
収

不
能

⾒
込

額
を

計
上

し
て

い
ま

す
。

９
 

退
職

給
付

引
当

⾦
の

明
細

（
単

位
︓

円
）

期
末

残
⾼

摘
 

 
要

1
,6
8
6
,1
3
6
,8
6
2

退
職

⼀
時

⾦
に

係
る

債
務

1
,6
8
6
,1
3
6
,8
6
2

退
職

給
付

引
当

⾦
1
,6
8
6
,1
3
6
,8
6
2

１
０

 
資

産
除

去
債

務
の

明
細

 
 

 
該

当
事

項
は

あ
り

ま
せ

ん
。

１
１

 
法

令
に

基
づ

く
引

当
⾦

等
の

明
細

 
 

 
該

当
事

項
は

あ
り

ま
せ

ん
。

１
２

 
保

証
債

務
の

明
細

（
１

）
 

保
証

債
務

の
明

細
（

単
位

︓
円

）
保

証
料

収
益

件
数

⾦
額

件
数

⾦
額

件
数

⾦
額

件
数

⾦
額

⾦
額

(1
4
,3
1
7
,1
0
4
)

1
5
0
,4
9
5
,5
1
2

0
0

1
2
0
,8
5
1
,1
0
4

1
2
9
,6
4
4
,4
0
8

0

（
注

）
１

．
⾼

度
専

⾨
医

療
に

関
す

る
研

究
等

を
⾏

う
国

⽴
研

究
開

発
法

⼈
に

関
す

る
法

律
附

則
第

8条
第

7項
に

基
づ

き
、

各
国

⽴
⾼

度
専

⾨
医

療
 

セ
ン

タ
ー

は
、

厚
⽣

労
働

⼤
⾂

が
定

め
る

と
こ

ろ
に

よ
り

、
当

該
国

⽴
⾼

度
専

⾨
医

療
セ

ン
タ

ー
以

外
の

国
⽴

⾼
度

専
⾨

医
療

セ
ン

タ
ー

が
 

承
継

し
た

旧
特

別
会

計
の

財
政

融
資

資
⾦

か
ら

の
借

⼊
⾦

債
務

を
保

証
し

て
い

ま
す

。
２

．
（

 
）

は
、

１
年

以
内

保
証

債
務

減
少

予
定

額
を

記
載

し
て

い
ま

す
。

旧
特

別
会

計
の

財
政

融
資

資
⾦

か
ら

の
負

債
に

係
る

保
証

債
務

2
4
3
,5
1
0
,2
0
4

2
4
3
,5
1
0
,2
0
4

2
4
3
,5
1
0
,2
0
4

2
3
4
,2
7
8
,7
4
7

区
 

 
 

分

退
職

給
付

債
務

合
計

額

期
⾸

残
⾼

1
,6
9
5
,3
6
8
,3
1
9

当
期

増
加

当
期

減
少

期
末

残
⾼

1
,6
9
5
,3
6
8
,3
1
9

区
 

 
 

分
期

⾸
残

⾼
1
,6
9
5
,3
6
8
,3
1
9

破
産

更
⽣

債
権

等

当
期

増
加

額

9
,3
1
0
,0
6
7

破
産

更
⽣

債
権

等

計
1
,6
6
3
,3
6
9
,1
6
1

9
,3
1
0
,0
6
7

2
3
4
,2
7
8
,7
4
7

2
3
4
,2
7
8
,7
4
7

6
5
7
,1
0
4

6
5
7
,1
0
4

貸
倒

引
当

⾦
の

残
⾼

1
,3
5
0
,5
1
8
,9
9
2

1
,3
5
0
,5
1
8
,9
9
2

摘
 

 
要

期
⾸

残
⾼

貸
付

⾦
等

の
残

⾼
期

末
残

⾼
期

⾸
残

⾼
当

期
増

減
額

1
,8
7
7
,6
9
0
,1
1
3

0 0

9
,3
1
0
,0
6
7

9
,3
1
0
,0
6
7

9
,9
6
7
,1
7
1

当
期

減
少

額

1
,3
0
8
,4
0
9
,4
7
5

1
,3
0
8
,4
0
9
,4
7
5

△
 1
,0
4
7
,7
7
0

△
 1
,0
4
7
,7
7
0

1
,5
7
3
,1
0
2
,2
4
1

1
,8
7
7
,6
9
0
,1
1
3

8
,2
6
2
,2
9
7

3
,2
3
6
,4
7
1
,4
0
2

8
,2
6
2
,2
9
7

1
,0
8
4
,7
7
8
,4
5
6

5
6
9
,2
8
0
,6
3
8

5
6
9
,2
8
0
,6
3
8

⼀
般

債
権

医
業

未
収

⾦

未
収

⾦

⼀
般

債
権

2
6
5
,7
4
0
,5
3
6

2
6
5
,7
4
0
,5
3
6

1
,0
8
4
,7
7
8
,4
5
6

区
 

 
 

分
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（
2）

 
保

証
債

務
と

保
証

債
務

損
失

引
当

⾦
と

の
関

係
の

明
細

 
 

 
該

当
事

項
は

あ
り

ま
せ

ん
。

１
３

 
運

営
費

交
付

⾦
債

務
及

び
当

期
振

替
額

等
の

明
細

（
１

）
 

運
営

費
交

付
⾦

債
務

の
増

減
の

明
細

（
単

位
︓

円
）

2
,6
3
9
,7
4
1
,6
0
3

2
3
7
,8
9
5
,1
6
6

1
8
1
,5
0
4
,2
3
1

（
２

）
 

運
営

費
交

付
⾦

債
務

の
当

期
振

替
額

及
び

主
な

使
途

の
明

細
 

①
 

運
営

費
交

付
⾦

収
益

へ
の

振
替

額
及

び
主

な
使

途
の

明
細

（
単

位
︓

円
）

2
,5
2
4
,7
3
9
,0
4
9

2
,5
2
4
,7
3
9
,0
4
9

交
付

⾦
当

期
交

付
額

2
,5
2
4
,7
3
9
,0
4
9

3
,0
5
9
,1
4
1
,0
0
0

診
療

業
務

教
育

研
修

業
務

当
期

振
替

額
引

当
⾦

⾒
返

と
の

相
殺

額
資

本
剰

余
⾦

1
1
5
,0
0
2
,5
5
4

0

運
営

費
交

付
⾦

運
営

費
交

付
⾦

収
益

区
 

 
 

分

 
期

間
進

⾏
基

準
に

よ
る

振
替

額

 
費

⽤
進

⾏
基

準
に

よ
る

振
替

額

 
会

計
基

準
第

81
第

4項
に

よ
る

振
替

額

0

 
業

務
達

成
基

準
に

よ
る

振
替

額

研
究

業
務

臨
床

研
究

業
務

4
,6
6
7
,8
5
8

8
1
,7
4
5
,2
7
5

1
,8
9
4
,0
0
0 0 0 0

1
,2
1
7
,0
6
7
,9
4
5

1
,2
1
9
,3
6
3
,9
7
1 0

情
報

発
信

業
務

合
 

計

期
末

残
⾼

費
⽤

運
営

費
交

付
⾦

の
主

な
使

途

主
な

使
途

⼩
 

 
計

⼈
件

費
:6

39
,9

56
,2

76
、

委
託

費
:3

07
,5

16
,5

45
、

そ
の

他
経

費
:2

69
,5

95
,1

24

⼈
件

費
:6

86
,1

12
,0

18
、

委
託

費
:1

91
,9

13
,2

22
、

そ
の

他
経

費
:3

41
,3

38
,7

31

そ
の

他
経

費
:4

,6
67

,8
58

⼈
件

費
:8

1,
74

5,
27

5

⼈
件

費
:1

,8
94

,0
00

0

運
営

費
交

付
⾦

収
益

資
産

⾒
返

期
⾸

残
⾼

1
,2
1
7
,0
6
7
,9
4
5

1
,2
1
9
,3
6
3
,9
7
1

4
,6
6
7
,8
5
8

8
1
,7
4
5
,2
7
5

1
,8
9
4
,0
0
0 0 0 0

法
⼈

共
通

16



 
②

 
資

産
⾒

返
運

営
費

交
付

⾦
及

び
資

本
剰

余
⾦

へ
の

振
替

額
並

び
に

主
な

使
途

の
明

細
（

単
位

︓
円

）

振
替

額

0

（
３

）
 

引
当

⾦
⾒

返
と

の
相

殺
額

の
明

細

セ
グ

メ
ン

ト
資

産
⾒

返
運

営
費

交
付

⾦
へ

の
振

替
資

本
剰

余
⾦

へ
の

振
替

主
な

使
途

セ
グ

メ
ン

ト

振
替

額

情
報

発
信

業
務

研
究

業
務

教
育

研
修

業
務

0

退
職

⼿
当

︓
18

8,
32

5

退
職

⼿
当

︓
15

9,
10

4,
04

9

2
1
,1
7
5
,3
0
9

1
8
8
,3
2
5

1
5
9
,1
0
4
,0
4
9

主
な

相
殺

額
の

内
訳

研
究

業
務

1
4
,0
5
0
,1
0
6

1
0
0
,9
2
7
,7
2
3 0

2
4
,7
2
5 0

引
当

⾦
⾒

返
と

の
相

殺
額

相
殺

額

1
1
5
,0
0
2
,5
5
4

法
⼈

共
通

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

︓
19

8,
35

9

退
職

⼿
当

︓
21

,1
75

,3
09

主
な

使
途

建
物

︓
4,

81
8,

00
0 

そ
の

他
器

械
備

品
︓

9,
03

3,
74

7

そ
の

他
器

械
備

品
︓

97
,5

85
,4

05
 

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

︓
3,

34
2,

31
8

臨
床

研
究

業
務

診
療

業
務

合
 

計

合
 

計

1
,2
3
6
,3
6
6 0

5
6
,1
9
1
,1
1
7

2
3
7
,8
9
5
,1
6
6

情
報

発
信

業
務

0 0 0 0 0 0

臨
床

研
究

業
務

診
療

業
務

退
職

⼿
当

︓
1,

23
6,

36
6

退
職

⼿
当

︓
56

,1
91

,1
17

法
⼈

共
通

教
育

研
修

業
務

そ
の

他
器

械
備

品
︓

15
,0

96
 

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

︓
9,

62
9
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（
４

）
 

運
営

費
交

付
⾦

債
務

残
⾼

の
明

細
（

単
位

︓
円

）

○
翌

事
業

年
度

へ
の

繰
越

額
は

あ
り

ま
せ

ん
。

○
翌

事
業

年
度

へ
の

繰
越

額
は

あ
り

ま
せ

ん
。

1
8
1
,5
0
4
,2
3
1

１
４

 
運

営
費

交
付

⾦
以

外
の

国
等

か
ら

の
財

源
措

置
の

明
細

（
１

）
 

施
設

費
の

明
細

（
単

位
︓

円
）

9
0
7
,0
9
4
,0
0
0

0

合
 

計

業
務

達
成

基
準

を
採

⽤
し

た
業

務
に

係
る

分

2
3
,9
4
9
,0
6
0

○
⻑

寿
医

療
研

究
開

発
費

の
中

で
、

⾄
急

に
必

要
に

な
っ

た
経

費
等

、
不

測
の

事
態

に
備

え
る

た
め

留
保

し
て

い
る

額
を

、
運

営
費

交
付

⾦
債

務
と

し
て

翌
事

業
年

度
に

繰
り

越
し

た
額

で
す

。
○

翌
事

業
年

度
に

使
⽤

す
る

⾒
込

み
で

す
。

費
⽤

進
⾏

基
準

を
採

⽤
し

た
業

務
に

係
る

分

期
間

進
⾏

基
準

を
採

⽤
し

た
業

務
に

係
る

分

○
業

務
達

成
基

準
を

採
⽤

す
る

臨
床

研
究

業
務

に
お

い
て

、
研

究
開

始
に

お
け

る
遅

延
、

研
究

計
画

の
変

更
に

よ
る

未
達

成
額

が
発

⽣
し

た
こ

と
に

よ
る

も
の

を
、

運
営

費
交

付
⾦

債
務

と
し

て
翌

事
業

年
度

に
14

5,
08

9,
33

7円
繰

り
越

し
た

も
の

で
す

。
○

退
職

⼿
当

に
お

い
て

、
当

該
年

度
退

職
者

が
予

定
よ

り
減

っ
た

た
め

、
翌

事
業

年
度

に
12

,4
65

,8
34

円
繰

越
し

た
も

の
で

す
。

○
翌

事
業

年
度

に
使

⽤
す

る
⾒

込
み

で
す

。

摘
 

要
資

本
剰

余
⾦

当
期

交
付

額
建

設
仮

勘
定

⾒
返

施
設

費

1
5
7
,5
5
5
,1
7
1

配
分

留
保

額

そ
の

他

国
⽴

研
究

開
発

法
⼈

国
⽴

⻑
寿

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

施
設

整
備

費
補

助
⾦

0
9
0
7
,0
9
4
,0
0
0

0 0

運
営

費
交

付
⾦

債
務

残
⾼

使
⽤

⾒
込

み

左
の

会
計

処
理

内
訳

区
 

 
 

 
 

分
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（
２

）
 

補
助

⾦
等

の
明

細
（

単
位

︓
円

）

0
0

2
6
,4
2
6
,0
0
0

0
0

0

0
0

1
9
,8
4
3
,0
0
0

0
0

2
9
7
,6
4
4
,6
7
0

0
0

1
,2
8
7
,0
0
0

0
0

1
0
0
,0
0
0

0
0

6
,8
4
5
,0
0
0

0
0

4
0
0
,0
0
0

0
0

2
3
5
,9
3
3
,0
0
0

0
0

5
3
6
,0
0
0

0
0

3
,5
0
0
,0
0
0

0
0

8
2
7
,9
2
7

0
0

2
,3
6
5
,9
3
5

0
0

6
6
,0
0
0

0
0

5
9
5
,7
7
4
,5
3
2

（
注

）
上

記
の

他
、

過
年

度
に

交
付

さ
れ

建
設

仮
勘

定
⾒

返
補

助
⾦

等
と

し
て

処
理

し
た

も
の

の
う

ち
、

当
期

に
63

,9
79

,2
57

円
を

収
益

計
上

し
て

い
ま

す
。

7
5
1
,9
3
0
,3
3
0

1
,3
4
7
,7
0
4
,8
6
2

0

0
0

愛
知

県
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

ワ
ク

チ
ン

接
種

⽀
援

事
業

交
付

⾦
6
,8
4
5
,0
0
0

0

0

0
0

0
0

0

0

2
2
,3
3
0
,3
3
0

0

左
の

会
計

処
理

内
訳

愛
知

県
⾼

齢
福

祉
施

設
等

ワ
ク

チ
ン

接
種

加
速

化
⽀

援
⾦

0

計

0

0
認

知
症

研
究

施
設

整
備

費
補

助
⾦

介
護

保
険

事
業

費
補

助
⾦

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

感
染

拡
⼤

防
⽌

継
続

⽀
援

補
助

⾦

00

7
2
9
,6
0
0
,0
0
0

建
設

仮
勘

定
⾒

返
補

助
⾦

等

⽇
露

医
療

協
⼒

推
進

事
業

⻑
期

預
り

補
助

⾦
等

2
6
,4
2
6
,0
0
0

区
 

 
 

 
 

分

⽼
⼈

保
健

事
業

推
進

事
業

資
産

⾒
返

補
助

⾦

愛
知

県
回

復
患

者
転

院
受

⼊
医

療
機

関
応

援
⾦

000 0

7
2
9
,6
0
0
,0
0
0

1
0
0
,0
0
0

愛
知

県
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
ィ

ル
ス

感
染

症
患

者
等

⼊
院

医
療

機
関

設
備

整
備

費
補

助
⾦

1
,2
8
7
,0
0
0

1
9
,8
4
3
,0
0
0

6
6
,0
0
0

00

収
益

計
上

当
期

交
付

額

0
0 0

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

に
よ

る
⼩

学
校

休
業

等
対

応
助

成
⾦

8
2
7
,9
2
7

両
⽴

⽀
援

等
助

成
⾦

令
和

3年
度

愛
知

県
医

療
従

事
者

応
援

⾦
3
,5
0
0
,0
0
0

摘
 

要
資

本
剰

余
⾦

愛
知

県
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
対

策
事

業
補

助
⾦

2
3
5
,9
3
3
,0
0
0

東
京

都
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
ィ

ル
ス

感
染

症
医

療
提

供
体

制
緊

急
整

備
補

助
⾦

5
3
6
,0
0
0

2
,3
6
5
,9
3
5

4
0
0
,0
0
0

0

3
1
9
,9
7
5
,0
0
0

19



１
５

 
役

員
及

び
職

員
の

給
与

の
明

細
（

単
位

︓
千

円
、

⼈
）

⽀
給

⼈
員

(0
) 0

(0
)

5
4

(0
)

5
4

（
注

）
１

．
２

．

３
．

⽀
給

⼈
員

は
、

年
間

平
均

⽀
給

⼈
数

を
記

載
し

て
い
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,2
2
4
,7
6
1

0
5
,2
2
4
,7
6
1

区
 

 
 

分

損
益

計
算

書
上

の
費

⽤

Ⅱ
独

⽴
⾏

政
法

⼈
の

業
務

運
営

に
関

し
て

国
⺠

の
負

担
に

帰
せ

ら
れ

る
コ

ス
ト
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研
究

事
業

臨
床

研
究

事
業

診
療

事
業

教
育

研
修

事
業

情
報

発
信

事
業

計
法

⼈
共

通
合

計
区

 
 

 
分

Ⅴ
総

資
産 （

主
要

資
産

内
訳

）
流

動
資

産
現

⾦
及

び
預

⾦
0

0
0

0
0

0
5
,3
6
8
,9
8
4
,9
5
4

5
,3
6
8
,9
8
4
,9
5
4

医
業

未
収

⾦
0

0
1
,3
4
9
,9
6
7
,1
8
1

2
7
9
,0
0
0

0
1
,3
5
0
,2
4
6
,1
8
1

0
1
,3
5
0
,2
4
6
,1
8
1

未
収

⾦
1
1
6
,5
9
7

1
,8
5
1
,0
2
4
,2
1
4

5
,0
1
3
,5
4
3

1
5
,8
9
8
,5
8
9

0
1
,8
7
2
,0
5
2
,9
4
3

5
,6
3
7
,1
7
0

1
,8
7
7
,6
9
0
,1
1
3

そ
の

他
9
,6
7
8
,9
4
0

4
6
,3
1
5
,6
8
6

4
8
,5
1
7
,5
5
5

1
,6
6
4
,8
4
3

1
0
8
,8
8
5

1
0
6
,2
8
5
,9
0
9

1
,1
7
1
,4
4
2

1
0
7
,4
5
7
,3
5
1

固
定

資
産

有
形

固
定

資
産

1
,6
5
1
,5
5
4
,6
4
9

3
,0
7
7
,2
6
6
,8
1
1

9
,9
9
6
,7
1
9
,8
7
9

3
9
1
,9
3
9
,6
7
5

2
1
5
,1
1
7
,4
8
1
,0
1
6

3
,2
9
8
,6
5
2
,1
0
0

1
8
,4
1
6
,1
3
3
,1
1
6

そ
の

他
6
,6
3
4
,9
1
6

1
4
,8
2
1
,0
3
4

1
3
,2
6
5
,6
0
2

9
,4
6
9

0
3
4
,7
3
1
,0
2
1

1
,6
2
3
,8
6
5
,4
6
7

1
,6
5
8
,5
9
6
,4
8
8

1
,6
6
7
,9
8
5
,1
0
2

4
,9
8
9
,4
2
7
,7
4
5

1
1
,4
1
3
,4
8
3
,7
6
0

4
0
9
,7
9
1
,5
7
6

1
0
8
,8
8
7

1
8
,4
8
0
,7
9
7
,0
7
0

1
0
,2
9
8
,3
1
1
,1
3
3

2
8
,7
7
9
,1
0
8
,2
0
3

（
注

）
1．

セ
グ

メ
ン

ト
の

区
分

に
つ

い
て

は
、

⾼
度

専
⾨

医
療

に
関

す
る

研
究

等
を

⾏
う

国
⽴

研
究

開
発

法
⼈

に
関

す
る

法
律

に
定

め
ら

れ
て

い
る

業
務

内
容

に
基

づ
き

、
「

研
究

事
業

」
、

「
臨

床
研

究
事

業
」

、
「

診
療

事
業

」
、

「
教

育
研

修
事

業
」

、
「

情
報

発
信

事
業

」
に

区
分

し
て

い
ま

す
２

．
事

業
の

内
容

「
研

究
事

業
」

 ︓
 中

⻑
期

⽬
標

に
お

け
る

研
究

・
開

発
に

関
す

る
事

項
で

あ
り

、
⻑

寿
医

療
に

関
す

る
戦

略
的

研
究

・
開

発
を

推
進

す
る

事
業

「
臨

床
研

究
事

業
」

 ︓
 中

⻑
期

⽬
標

に
お

け
る

研
究

・
開

発
に

関
す

る
事

項
で

あ
り

、
治

療
成

績
及

び
患

者
の

Q
O

Lの
向

上
に

つ
な

が
る

臨
床

研
究

及
び

治
験

並
び

に
基

礎
研

究
か

ら
臨

床
に

向
け

た
橋

渡
し

研
究

等
の

事
業

「
診

療
事

業
」

 ︓
 中

⻑
期

⽬
標

に
お

け
る

医
療

の
提

供
に

関
す

る
事

項
で

あ
り

、
⾼

齢
者

の
⼼

⾝
の

状
態

、
Q

O
Lに

配
慮

し
て

、
最

良
か

つ
最

新
の

モ
デ

ル
医

療
を

提
供

す
る

た
め

の
事

業
「

教
育

研
修

事
業

」
 ︓

 中
⻑

期
⽬

標
に

お
け

る
⼈

材
育

成
に

関
す

る
事

項
で

あ
り

、
⻑

寿
医

療
に

対
す

る
研

究
・

医
療

の
専

⾨
家

（
看

護
師

、
薬

剤
師

等
の

コ
メ

デ
ィ

カ
ル

部
⾨

も
含

む
。

）
の

育
成

を
積

極
的

に
⾏

う
事

業
「

情
報

発
信

事
業

」
 ︓

中
⻑

期
⽬

標
に

お
け

る
医

療
政

策
の

推
進

等
に

関
す

る
事

項
で

あ
り

、
 研

究
成

果
等

や
収

集
し

た
国

内
外

の
最

新
知

⾒
等

の
情

報
を

迅
速

か
つ

分
か

り
易

く
、

国
⺠

及
び

医
療

機
関

に
提

供
す

る
事

業
３

．

１
８

 
上

記
以

外
の

主
な

資
産

、
負

債
、

費
⽤

及
び

収
益

の
明

細
 

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

  総
資

産
の

う
ち

法
⼈

共
通

は
、

各
セ

グ
メ

ン
ト

に
配

賦
し

な
か

っ
た

資
産

で
あ

り
、

そ
の

主
な

も
の

は
、

現
⾦

及
び

預
⾦

（
5,

36
8,

98
4,

95
4円

）
、

⼟
地

(3
,2

93
,5

84
,4

82
円

)で
す

。

計
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【
国

⽴
研

究
開

発
法

⼈
 国

⽴
⻑

寿
医

療
研

究
セ

ン
タ

ー
】

（
単

位
︓

円
）

区
 

 
分

予
算

額
決

算
額

差
額

備
考

予
算

額
決

算
額

差
額

備
考

予
算

額
決

算
額

差
額

備
考

予
算

額
決

算
額

差
額

備
考

収
⼊ 運

営
費

交
付

⾦
1
,2
0
6
,3
0
1
,0
0
0

1
,2
0
6
,3
0
1
,0
0
0

0
1
,5
1
2
,2
8
0
,0
0
0

1
,5
1
2
,2
8
0
,0
0
0

0
0

0
0

8
1
,7
7
0
,0
0
0

8
1
,7
7
0
,0
0
0

0

施
設

整
備

費
補

助
⾦

2
9
,8
0
8
,0
0
0

0
△
 2
9
,8
0
8
,0
0
0

次
年

度
へ

の
繰

越
に

よ
る

減
5
2
9
,0
1
0
,2
0
0

0
△
 5
2
9
,0
1
0
,2
0
0

次
年

度
へ

の
繰

越
に

よ
る

減
0

0
0

0
0

0

⻑
期

借
⼊

⾦
0

0
0

0
0

0
3
,1
0
0
,0
0
0
,0
0
0

2
,2
1
9
,6
6
7
,0
0
0

△
 8
8
0
,3
3
3
,0
0
0

0
0

0

業
務

収
⼊

3
6
,9
2
2
,4
7
2

1
3
,8
7
5
,2
0
8

△
 2
3
,0
4
7
,2
6
4

研
究

収
益

の
減

3
,2
4
0
,0
9
1
,8
9
4

2
,5
9
1
,6
3
9
,2
8
9

△
 6
4
8
,4
5
2
,6
0
5

研
究

収
益

の
減

7
,3
3
7
,7
2
9
,8
8
5

7
,1
1
5
,6
6
9
,5
9
7

△
 2
2
2
,0
6
0
,2
8
8

診
療

収
益

の
減

1
3
7
,9
1
9
,1
5
7

1
1
7
,2
0
3
,1
3
0

△
 2
0
,7
1
6
,0
2
7

研
修

収
益

の
減

そ
の

他
の

収
⼊

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

計
1
,2
7
3
,0
3
1
,4
7
2

1
,2
2
0
,1
7
6
,2
0
8

△
 5
2
,8
5
5
,2
6
4

5
,2
8
1
,3
8
2
,0
9
4

4
,1
0
3
,9
1
9
,2
8
9

△
 1
,1
7
7
,4
6
2
,8
0
5

1
0
,4
3
7
,7
2
9
,8
8
5

9
,3
3
5
,3
3
6
,5
9
7

△
 1
,1
0
2
,3
9
3
,2
8
8

2
1
9
,6
8
9
,1
5
7

1
9
8
,9
7
3
,1
3
0

△
 2
0
,7
1
6
,0
2
7

⽀
出 業

務
経

費
1
,3
0
3
,6
3
9
,7
1
5

1
,1
8
3
,8
4
6
,1
5
7

△
 1
1
9
,7
9
3
,5
5
8

4
,2
0
2
,3
2
3
,6
2
7

3
,3
7
1
,5
6
2
,9
5
1

△
 8
3
0
,7
6
0
,6
7
6

5
,9
8
9
,2
1
5
,4
5
7

6
,5
3
8
,0
5
4
,5
8
8

5
4
8
,8
3
9
,1
3
1

2
7
0
,8
4
6
,5
8
8

2
0
2
,4
4
8
,2
1
4

△
 6
8
,3
9
8
,3
7
4

研
究

業
務

経
費

1
,3
0
3
,6
3
9
,7
1
5

1
,1
8
3
,8
4
6
,1
5
7

△
 1
1
9
,7
9
3
,5
5
8

0
0

0
0

0
0

0
0

0

臨
床

研
究

業
務

経
費

0
0

0
4
,2
0
2
,3
2
3
,6
2
7

3
,3
7
1
,5
6
2
,9
5
1

△
 8
3
0
,7
6
0
,6
7
6

0
0

0
0

0
0

診
療

業
務

経
費

0
0

0
0

0
0

5
,9
8
9
,2
1
5
,4
5
7

6
,5
3
8
,0
5
4
,5
8
8

5
4
8
,8
3
9
,1
3
1

0
0

0

教
育

研
修

業
務

経
費

0
0

0
0

0
0

0
0

0
2
7
0
,8
4
6
,5
8
8

2
0
2
,4
4
8
,2
1
4

△
 6
8
,3
9
8
,3
7
4

研
修

費
⽤

経
費

の
減

情
報

発
信

業
務

経
費

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

そ
の

他
の

経
費

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

施
設

整
備

費
2
9
,9
8
0
,8
0
0

2
9
7
,0
6
2
,3
1
5

2
6
7
,0
8
1
,5
1
5

固
定

資
産

取
得

の
増

1
,2
5
8
,6
1
0
,2
0
0

2
0
9
,9
9
4
,5
9
2

△
 1
,0
4
8
,6
1
5
,6
0
8

固
定

資
産

取
得

の
減

3
,1
0
7
,5
3
4
,0
0
0

1
0
2
,1
7
6
,6
8
6

△
 3
,0
0
5
,3
5
7
,3
1
4

固
定

資
産

取
得

の
減

0
2
4
,7
2
5

2
4
,7
2
5

借
⼊

⾦
償

還
0

0
0

0
0

0
1
8
6
,1
9
3
,1
0
4

1
7
0
,7
0
2
,1
0
4

△
 1
5
,4
9
1
,0
0
0

財
投

償
還

額
の

減
0

0
0

⽀
払

利
息

0
0

0
0

0
0

2
2
,0
5
8
,3
8
6

2
5
,3
2
9
,2
1
8

3
,2
7
0
,8
3
2

0
0

0

そ
の

他
の

⽀
出

0
0

0
0

0
0

9
8
,9
1
0
,7
2
0

1
0
6
,1
1
0
,7
2
0

7
,2
0
0
,0
0
0

奨
学

⾦
貸

付
の

増
0

0
0

計
1
,3
3
3
,6
2
0
,5
1
5

1
,4
8
0
,9
0
8
,4
7
2

1
4
7
,2
8
7
,9
5
7

5
,4
6
0
,9
3
3
,8
2
7

3
,5
8
1
,5
5
7
,5
4
3

△
 1
,8
7
9
,3
7
6
,2
8
4

9
,4
0
3
,9
1
1
,6
6
7

6
,9
4
2
,3
7
3
,3
1
6

△
 2
,4
6
1
,5
3
8
,3
5
1

2
7
0
,8
4
6
,5
8
8

2
0
2
,4
7
2
,9
3
9

△
 6
8
,3
7
3
,6
4
9

⼈
件

費
・

材
料

費
の

減
収

益
減

に
伴

う
経

費
の

減
⼈

件
費

・
材

料
費

の
増次

年
度

へ
の

繰
越

に
よ

る
減

決
 

算
 

報
 

告
 

書
（

令
和

３
年

４
⽉

１
⽇

〜
令

和
４

年
３

⽉
３

１
⽇

）

研
究

事
業

臨
床

研
究

事
業

診
療

事
業

教
育

研
修

事
業
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（
単

位
︓

円
）

区
 

 
分

予
算

額
決

算
額

差
額

備
考

予
算

額
決

算
額

差
額

備
考

予
算

額
決

算
額

差
額

備
考

収
⼊ 運

営
費

交
付

⾦
1
,8
9
4
,0
0
0

1
,8
9
4
,0
0
0

0
2
5
6
,8
9
6
,0
0
0

2
5
6
,8
9
6
,0
0
0

0
3
,0
5
9
,1
4
1
,0
0
0

3
,0
5
9
,1
4
1
,0
0
0

0

施
設

整
備

費
補

助
⾦

0
0

0
0

0
0

5
5
8
,8
1
8
,2
0
0

0
△
 5
5
8
,8
1
8
,2
0
0

⻑
期

借
⼊

⾦
0

0
0

0
0

0
3
,1
0
0
,0
0
0
,0
0
0

2
,2
1
9
,6
6
7
,0
0
0

△
 8
8
0
,3
3
3
,0
0
0

業
務

収
⼊

7
,3
5
0
,0
0
0

4
,0
0
0
,0
0
0

△
 3
,3
5
0
,0
0
0

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

に
係

る
収

益
の

減
1
7
,5
1
4
,7
7
2

1
5
,4
4
2
,0
2
4

△
 2
,0
7
2
,7
4
8

雑
益

の
減

1
0
,7
7
7
,5
2
8
,1
8
0

9
,8
5
7
,8
2
9
,2
4
8

△
 9
1
9
,6
9
8
,9
3
2

そ
の

他
の

収
⼊

0
0

0
3
2
,5
6
7

0
△
 3
2
,5
6
7

3
2
,5
6
7

0
△
 3
2
,5
6
7

計
9
,2
4
4
,0
0
0

5
,8
9
4
,0
0
0

△
 3
,3
5
0
,0
0
0

2
7
4
,4
4
3
,3
3
9

2
7
2
,3
3
8
,0
2
4

△
 2
,1
0
5
,3
1
5

1
7
,4
9
5
,5
1
9
,9
4
7

1
5
,1
3
6
,6
3
7
,2
4
8

△
 2
,3
5
8
,8
8
2
,6
9
9

⽀
出 業

務
経

費
4
2
,9
1
4
,1
6
9

3
9
,0
6
5
,8
6
9

△
 3
,8
4
8
,3
0
0

5
8
9
,8
8
5
,9
7
3

3
8
3
,1
2
1
,5
8
2

△
 2
0
6
,7
6
4
,3
9
1

1
2
,3
9
8
,8
2
5
,5
2
9

1
1
,7
1
8
,0
9
9
,3
6
1

△
 6
8
0
,7
2
6
,1
6
8

研
究

業
務

経
費

0
0

0
0

0
0

1
,3
0
3
,6
3
9
,7
1
5

1
,1
8
3
,8
4
6
,1
5
7

△
 1
1
9
,7
9
3
,5
5
8

臨
床

研
究

業
務

経
費

0
0

0
0

0
0

4
,2
0
2
,3
2
3
,6
2
7

3
,3
7
1
,5
6
2
,9
5
1

△
 8
3
0
,7
6
0
,6
7
6

診
療

業
務

経
費

0
0

0
0

0
0

5
,9
8
9
,2
1
5
,4
5
7

6
,5
3
8
,0
5
4
,5
8
8

5
4
8
,8
3
9
,1
3
1

教
育

研
修

業
務

経
費

0
0

0
0

0
0

2
7
0
,8
4
6
,5
8
8

2
0
2
,4
4
8
,2
1
4

△
 6
8
,3
9
8
,3
7
4

情
報

発
信

業
務

経
費

4
2
,9
1
4
,1
6
9

3
9
,0
6
5
,8
6
9

△
 3
,8
4
8
,3
0
0

0
0

0
4
2
,9
1
4
,1
6
9

3
9
,0
6
5
,8
6
9

△
 3
,8
4
8
,3
0
0

そ
の

他
の

経
費

0
0

0
5
8
9
,8
8
5
,9
7
3

3
8
3
,1
2
1
,5
8
2

△
 2
0
6
,7
6
4
,3
9
1

⼈
件

費
・

経
費

の
減

5
8
9
,8
8
5
,9
7
3

3
8
3
,1
2
1
,5
8
2

△
 2
0
6
,7
6
4
,3
9
1

施
設

整
備

費
0

0
0

0
9
5
3
,8
4
4

9
5
3
,8
4
4

固
定

資
産

取
得

の
増

4
,3
9
6
,1
2
5
,0
0
0

6
1
0
,2
1
2
,1
6
2

△
 3
,7
8
5
,9
1
2
,8
3
8

借
⼊

⾦
償

還
0

0
0

0
0

0
1
8
6
,1
9
3
,1
0
4

1
7
0
,7
0
2
,1
0
4

△
 1
5
,4
9
1
,0
0
0

⽀
払

利
息

0
0

0
0

0
0

2
2
,0
5
8
,3
8
6

2
5
,3
2
9
,2
1
8

3
,2
7
0
,8
3
2

そ
の

他
の

⽀
出

0
0

0
0

0
0

9
8
,9
1
0
,7
2
0

1
0
6
,1
1
0
,7
2
0

7
,2
0
0
,0
0
0

計
4
2
,9
1
4
,1
6
9

3
9
,0
6
5
,8
6
9

△
 3
,8
4
8
,3
0
0

5
8
9
,8
8
5
,9
7
3

3
8
4
,0
7
5
,4
2
6

△
 2
0
5
,8
1
0
,5
4
7

1
7
,1
0
2
,1
1
2
,7
3
9

1
2
,6
3
0
,4
5
3
,5
6
5

△
 4
,4
7
1
,6
5
9
,1
7
4

（
注

）
損

益
計

算
書

の
計

上
額

と
決

算
額

の
集

計
区

分
の

相
違

の
概

要
は

、
以

下
の

と
お

り
で

す
。

 
 （

４
）

予
算

額
の

計
上

区
分

と
の

対
応

を
図

る
た

め
、

法
⼈

共
通

に
係

る
収

益
及

び
費

⽤
の

セ
グ

メ
ン

ト
配

賦
は

⾏
っ

て
お

り
ま

せ
ん

。

 
 （

１
）

損
益

計
算

書
の

補
助

⾦
等

収
益

、
業

務
収

益
、

寄
附

⾦
収

益
、

財
務

収
益

、
そ

の
他

経
常

収
益

は
、

決
算

報
告

書
上

は
「

業
務

収
⼊

」
に

含
ん

で
い

ま
す

。
 

 （
２

）
損

益
計

算
書

の
⼀

般
管

理
費

、
そ

の
他

経
常

費
⽤

は
、

決
算

報
告

書
上

は
業

務
経

費
の

「
そ

の
他

の
経

費
」

に
含

ん
で

い
ま

す
。

 
 （

３
）

予
算

額
の

計
上

に
準

じ
決

算
額

に
お

い
て

も
未

払
⾦

等
の

加
減

は
⾏

っ
て

い
ま

せ
ん

。

⼈
件

費
・

経
費

の
減

決
 

算
 

報
 

告
 

書
（

令
和

３
年

４
⽉

１
⽇

〜
令

和
４

年
３

⽉
３

１
⽇

）

情
報

発
信

事
業

法
⼈

共
通

合
計
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